
１.見積目的

２.見積範囲

　は単価を記載すること。

　いるため、あくまで参考とし、必要な職種・人役を記載すること。

３.見積条件
（１）工　 事 　名：御部ダム　県単　取水スクリーン更新工事（第２期）
（２）工 事 場 所 ：島根県浜田市三隅町黒沢地内外
（３）施工予定期間：令和７年７月下旬～令和８年３月中旬
（４）見積有効期限：令和８年３月３１日
（５）見 積 工 種 ：機械設備
（６）施工予定数量：別添の特記仕様書、参考図面、参考資料を参照。
（７）施工条件及び現場条件：別添の特記仕様書、参考図面、参考資料を参照。
（８）図　　　　面：別添の参考図面を参照。
（９）その他見積に必要となるもの：

別添の特記仕様書、参考図面、参考資料を参照。

４.見積にあたっての留意事項
　　本工事は、島根県が定める「建設工事積算基準(第１巻)総則及び、国土交
　通省機械設備工事積算基準」を積算基準とする。

（１）労務費
　　　労務の職種は、『建設工事積算基準　第１巻　総則　第１６章　積算上
　　の統一事項等　②労働者職種別定義・作業内容」よるものとする。
　　　労務単価は、令和７年３月１日の「公共工事設計労務単価表」による。
　　　ただし、「公共工事設計労務単価表」に掲載のない職種により歩掛を構
　　成する場合は、その職種及び労務単価を記入すること。

（２）機械経費
　　　歩掛を構成する上で、必要な場合は計上すること。

（３）材料費
　　　歩掛を構成する上で、必要な場合は計上すること。

（４）間接工事費
　　　見積工種に係る直接工事費の歩掛と不可分である間接工事費の歩掛で積
　　上げ計上が必要な場合には、併せて見積書に記入すること。

（５）島根県週休2日工事
　　　本工事は、島根県週休２日工事の対象工事であるため、月単位の週休２日
　　（４週８休以上）の現場閉所を行うものとして、以下の補正を行うこと。

　　なお、見積記入例及び見積特記仕様書の施工工程表にある作業日数、労
　務費の職種・人員構成は、特記仕様書の内容から想定される例を記載して

御部ダム　県単　取水スクリーン更新工事（第２期）

見積条件書

　　御部ダム取水スクリーンの撤去および更新に必要な工事費積算のため。

　　製作原価以外の全て（見積記入例の赤囲部）に関する必要な歩掛、また

　　　また、見積に使用する職種、人員構成は貴社が決定すること。

機械経費（賃料） 共通仮設費率 現場管理費率労務費
1.04 1.02 1.03 1.05



（６）その他
　　　歩掛の決定にあたっては、県設定単価及び物価資料価格等にあるものは
　　その単価を使用することを承知おくこと。

５.見積に対する質問の取扱い
　　　この見積依頼に対する質問がある場合は、令和７年４月１４日（月）
　　　１７時までに、別添質問様式により提出すること。

６.見積書提出部数

７.その他
　　　提出様式は任意だが、極力記載例に沿った内容とすること。
　　　記入欄は、必要に応じて加除すること。
　　　宛名は「島根県浜田県土整備事務所長」とすること。

　　１部



 

 
 

御部ダム 県単 取水スクリーン更新工事（第２期）見積特記仕様書 

 

(1) 適用範囲 

本特記仕様書は、島根県土木部浜田県土整備事務所から工事を請け負う者が実施する

御部ダム 県単 取水スクリーン更新工事（第２期）（以下「工事」という。）に適用す

る。 

本工事は、本見積特記仕様書によるほか「島根県公共工事共通仕様書」に基づき実施

するものとする。 

 

(2) 工事の目的 

本工事は、島根県土木部浜田県土整備事務所が管理する、御部ダムの取水設備におい

て、スクリーンの更新を実施、設備の機能を回復・維持することを目的とする。 

 

(3) 準拠基準 

・島根県土木工事共通仕様書     ・ダム・堰施設技術基準（案） 

・ダム・堰施設検査要領（案）    ・ゲート点検・整備要領（案） 

・日本工業規格（ＪＩＳ）      ・その他関連法規、基準 

 

(4) 計画全般 

１）本工事は老朽化し劣化の見られる取水設備用スクリーンの交換作業を実施するものとす

る。取替作業にあたっては、隣接する既設の取水施設等に障害や損傷を与えない計画と

する。 

２）安全かつ確実に作業が実施できる計画を立案する。 

３）施工にあたっては、事前にダム湖貯水位を EL+95.00ｍ近傍まで低下させた状態で施工を

行うものとする。（発電の水利用により EL+95.00ｍまで低下させる予定） 

４）交通船はダム所有船を貸与する。燃料は満タンにして返却するものとする。 

５）排水ポンプ用発電機等への給油方法については、係留場所でのポンプ台船上での給油（ド

ラム缶）とする。 

６）現地着手可能時期（台船搬入・組立作業開始）は洪水期（6/16～9/30）を除く期間とす

る。またスクリーン製品は本工事にて製作するため、現地着手前に製作に取りかかる必

要がある。なおスクリーン製作費については、別途見積（輸送費込み）をとっているた

め、今回見積対象としない。 

７）作業時間は原則 8:00～17:00 とし、夜間・休日等は発電の水利用による水位維持を行う

ため、作業員巻き込み等の事故が起きないよう、企業局へ作業開始・終了の連絡を密に

行うものとする。 

８）取替作業にかかるポンプ排水作業日数は 19 日間を想定している。なお降雨等による急激

な水位上昇等により計画工程が遅延する場合等、水位調節にかかる排水ポンプの稼働日

数の増減及び、資機材の供用日数の増減等は変更の協議対象とする。また、資機材等の

荷卸し場（安養寺管理道）における水位変動に対応する作業構台等の設置等についても

変更の協議対象とする。これら変更協議の対象については今回見積には含めないこと。 

９）各台船の係留方法については、堤体へアンカーや係留ロープで係留することを原則とす

る。 
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(5) 対象施設仕様 

表 1 工事範囲 

設 備 対 象 施工内容 

表面取水 

設備用 

スクリーン 

スクリーン 

（上から 4～6段

目部） 

(1)対象設備 

・スクリーン（上から４～６段目部 １５枚）  １式 

 

(2)仕様 

・形式：ＦＲＰ製固定式バースクリーン 

・設置数：一連 

・全体設置高：18.1m(EL+81.900～EL+100.000m) 

・本工事対象設置高：9.1m(EL+81.900～EL+91.000m) 

・バーピッチ：純間隔 50mm 

・設計水位差：1.0m 

・設計基準：ダム・堰施設技術基準(案) 

 

(3) 施工対象外 

・スクリーン（上から１～３段目部） 

・受桁(SS400 製) 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

(6) 輸送計画 

 

(a) 概要 

輸送は、製作工場よりトラックを使用した陸上輸送とし、据付工程に合わせた計

画輸送を行う。 

(b) 輸送経路 

工 場 → 一般道、国道、県道→ 現 場（御部ダム） 

(c) 輸送制限 

輸送上の制限基準は下表の通りとし、製品の分割はその範囲内で行う。 

 

表 2 輸送上の制限値 

項  目 
本工事における 

制  限  値 

車 両 制 限 令 

一般的制限 特認可能限度 

  幅   (B)      3.5m      2.5m      3.5m 

高  さ (H)      4.3m      3.8m      4.3m 

長  さ 

(L) 

単車     13.2m 
    12.0m 

    13.2m 

連結 17.0m  17.0m 

総 重 量 

(W) 

単車     20.0tf     20.0tf     25.0tf 

連結 (40.0tf)     20.0tf   (40.0tf) 

軸    重     10.0tf     10.0tf     10.0tf 

輪  荷  重      5.0tf      5.0tf      5.0tf 

最小回転半径     12.0m     12.0m     12.0m 

 



 

 
 

(d) 輸送車両 

搬入輸送上の使用車両及び台数を下記の表に示す。 

 

表 3 搬入輸送車両 

積載品名 
積載重量 

(ton) 

最大寸法（mm） 
車両規格 台数 

幅 高さ 奥行 

バースクリーン 5.2 2974 2558 150 11ｔトラック 1 台 

台船(1/2) 12.0 2050 980 5000 15ｔトラック 5 台 

台船(2/2) 3.0 2050 980 5000 4ｔトラック 1 台 

曳き船 10.0 3357 2440 9052 
20ｔ中低床 

トレーラ 
1 台 

資機材(1/3) 6.1 4285 1695 1280 11t トラック 1 台 

資機材(2/3) 5.2 3800 2600 1800 11 t トラック 1 台 

資機材(3/3) 2.8 1500 900 700 4ｔトラック 1 台 

 

 

(e) 輸送荷姿 

輸送荷姿図を次頁以降に示す。 

 

 



 

 
 

 

図 1 バースクリーン輸送荷姿図



 

 
 

 
図 2組み立て式台船輸送荷姿図（１／２）



 

 
 

 
図 3組み立て式台船輸送荷姿図（２／２）



 

 
 

 
図 4作業船輸送荷姿図



 

 
 

 
図 5資機材輸送荷姿図(1/3)



 

 
 

 
図 6資機材輸送荷姿図(2/3)



 

 
 

 
図 7資機材輸送荷姿図(3/3) 

水中ポンプ×2、エンジンウ

ェルダ、エアコンプレッサ 
1.8t+0.5t+

0.5t=2.8t 



 

 
 

(7) 施工要領 

 

(a) 施工手順 

工場製作

現場工事

作業用台船・荷台船
・ポンプ台船

搬入組立，設置

維持放流ポンプ設置

既設スクリーン搬出
（荷台船利用）

新設スクリーン搬入
（荷台船利用）

新設スクリーン据付

完成検査

作業用台船・荷台船・
ポンプ台船撤去・搬出

資機材搬入，設置

台船曳航

ポンプ台船係留

維持放流
ポンプ撤去

完了

輸送

作業台船係留

既設スクリーン撤去

作業台船
係留解除

資機材撤去・搬出

 
図 8施工手順 



 

 
 

(b) 施工場所 

搬入場所は安養寺管理道を使用する。 

現地までのルートは図 9に示すように、貯水池内を台船及び船舶にて曳航搬入す

る。貯水池内の流木止めは通船ゲートを経由する。 

 

 
出典：国土地理院   

図 9搬入ルート 

 

 
図 10 施工箇所 

 

 

資材搬入路 
（安養寺管理道） 

曳航ルート 

流木止め 

御部ダム管理所 

施工現場 

 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 安養寺管理道湖面周辺状況写真（撮影時の貯水位 EL=91.45ｍ） 



 

 
 

(c) 施工要領 

 

(i) 施工準備 

作業台船（組み立て式台船×12 基）、荷台船（組み立て式台船×6 基）、ポンプ台

船（組み立て式台船×3 基）、機材を用いて以下の手順に則り準備を行う。 

①15t 及び 4t トラックで作業台船・荷台船・ポンプ台船、20t セミトレーラで作業

船を搬入する。 

②50t ラフテレーンクレーンにて作業台船・荷台船・ポンプ台船を湖面上に吊り下

ろして組み立てる。 

③組み立てた作業台船上に、クレーン、資機材を荷卸しする。 

④組み立てた荷台船には既設スクリーン、新設スクリーンを搬出・搬入用として

利用する。 

⑤ポンプ台船に維持放流用の水中ポンプ、発電機、資機材等を設置する。 

⑥ポンプ台船、作業台船、荷台船を常用洪水吐き呑口部周辺まで曳航し、ポンプ

台船をアンカーや係留ロープで堤体と係留する。 

⑦維持放流用水中ポンプ、堤頂道路に配置した 13t ラフテレーンクレーンにて排

水用ホースを常用洪水吐き呑口部に設置し、維持放流排水を行う。 

⑧作業台船、荷台船を現地周辺まで曳航し、アンカーや係留ロープで堤体と係留

する。 

 

(ii) 既設スクリーン撤去・搬出 

①既設スクリーンの施工前状況を水中カメラで記録する。 

②既設スクリーン固定用ボルトのケレンを実施する。 

③工具によるボルトの外し作業を行い上段部より既設スクリーンの解体・撤去を

台船上クレーンを使用して潜水作業で行う。 

④ボルト固着箇所は切断を行い、撤去する。 

⑤解体した既設スクリーンは荷台船に仮置きする。 

⑥既設スクリーンを荷台船にて輸送し、資機材搬入路まで曳航し撤去する。 

 

(iii) 新設スクリーン搬入・据付 

①新設スクリーンの搬入確認を搬入路近傍で実施する。 

②新設スクリーンを荷台船に搬入し、現地まで曳航する。 

③既設スクリーン受桁のうち、スクリーン取付面のケレンを実施する。 

④下段部より新設スクリーンの据付を台船上クレーンにて実施する。 

⑤固定用ボルトの締込み確認、据付状況の確認を水中カメラを使用して実施する。 

⑥計測等実施し、自主検査を行う。 

⑦完成検査を実施する。 



 

 
 

表 4 スクリーン更新吊り込み対象機材重量 

対象品目 単品最大重量 

撤去品 既設スクリーン中央部 0.99t 

既設スクリーン傾斜部 0.59t 

既設スクリーン端部 0.22t 

新設品 スクリーン中央部 0.67t 

スクリーン傾斜部 0.40t 

スクリーン端部 0.15t 

 

表 5 2.89t カニクレーン MC-305C-2 相当品 定格総荷重表 

メーカーカタログより抜粋
 

(iv) 作業台船・荷台船・ポンプ台船、機材撤去 

①作業台船・荷台船の係留を解き、ポンプ台船設置場所まで曳航する。 

②維持放流ポンプを撤去する。台船すべてを搬入路まで曳航し、資機材撤去を行

う。 

③作業台船、荷台船、ポンプ台船を解体し、50t ラフテレーンクレーンにて陸上輸

送車両に吊り込みを行う。 

④15t 及び 4t トラックで作業台船・荷台船、20t セミトレーラで作業船、11t 及び

4t トラックで資機材を搬出する。 

(v) 潜水作業計画 

①潜水士免許を有する者を従事させる。 

②潜水方式はフーカー式とし、船上の潜水補助員は常時 2 名確保する。また、1

名は見張り専従とする。 

③潜水前に潜水器具を点検し、潜水作業者に危険又は健康障害を生じさせないよ

う作業を実施する。 

④コンプレッサによる送気を実施し、送気する気体の組成は現場周辺の大気とす

る。 

⑤救急設備として救急処置を行うための再圧室（タンク）を常備する。 

⑥作業水深は最深部で約 13ｍとなる。次に示す高所潜水用減圧表に基づき潜水時

間及び減圧時間を管理することにより安全な水中作業を実施する。 



 

 
 

 

表 6 高所潜水用減圧表 

 
 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

表 7 くり返し潜水表（0～700m） 



 

 
 

 
図 12 作業用台船設置



 

 
 

 
図 13 施工中機器配置

 



 

 
 

 
図 14 施工中側面図



 

 
 

 
図 15 維持放流用排水ポンプ設置

20ｍ×2 本 

φ350×2 



 

 
 

 
図 16 維持放流用排水ポンプ側面 



 

 
 

(d) 使用機材 

使用する資機材は以下のとおりである。 

表 8 作業台船積載物重量表 

使 用 機 材 数 量 台船積載 備 考 

組立式台船 2.05m×5.0m×0.98m 18 基 － 荷台船含む 

エアーコンプレッサー  1 台 0.5t 25HP 低騒音型 

エンジンウェルダー 1 台 0.5t 230A 

発動発電機 1 台 0.7t 25kVA 

船外機付 FRP 作業船 1 隻 － 100ps 

ダイビングコンプレッサー 1 台 0.2t 2.2kW 

再圧タンク 1 台 0.1t ワンマンチャンバー 

セキュリティタンク 2 台 0.2t 1.37MPa、100L 

50t ラフテレーンクレーン 1 台 － 低騒音型 

13t ラフテレーンクレーン 1 台 － 低騒音型 

20t 中低床セミトレーラ 1 台 － 作業船運搬用 

15t 輸送用トラック 5 台 － 台船運搬用 

11t 輸送用トラック 4 台 － 製品、資材運搬用 

4t 輸送用トラック 1 台 － 台船運搬用 

2.98t カニクレーン相当品 1 台 3.9t スクリーン撤去・据付用 

仮設ハウス 1 棟 0.6t 20 型 

仮設トイレ 1 棟 0.4t 簡易水洗 

雑機材 1 式 0.8t 工具類，工具箱,燃料等 

係留資材 1 式 0.3t  

工事用連絡車両 1 台 － ライトバン等 

通勤用車両 1 台 － ワゴン車等 

台船積載物総重量 － 15.1t  

 

表 9 荷台船積載物重量表 

使 用 機 材 数 量 台船積載 備 考 

組立式台船 2.05m×5.0m×0.98m 6 基 － 荷台船用 

新設バースクリーン 一式 5.2t FRP 製 

既設バースクリーン 一式 7.7t 鋼製 

係留資材 一式 0.1t  

台船積載物総重量 － 13.0t  

注記：荷台船上には一時的にすべてのスクリーンが載荷される可能性が有るので、新設品、撤去

品すべてを対象とした。 

 



 

 
 

表 10 ポンプ台船積載物重量表 

使 用 機 材 数 量 台船積載 備 考 

組立式台船 2.05m×5.0m×0.98m 3 基 － ポンプ台船用 

排水ポンプ 2 台 1.8t φ350×2 

発動発電機 1 台 2.6t 150kVA 

分電盤 1 面 0.1t 100A×2 台用 

ポンプ仮設用鋼材 1 式 1.5t H 鋼等 

ポンプ仮設用資材 1 式 0.2t チェンブロ等 

雑機材 1 式 0.2t 工具類，工具箱,燃料等 

係留資材 1 式 0.1t  

台船積載物総重量 － 6.5t  

 

(e) 移動式クレーンの設置許可、届け 

本件で採用する移動式クレーンは「クレーン等安全規則」による「設置報告」に

該当する容量(3.0t 未満)である。設置報告は購入時の報告であり、台船に載荷した使

用に際しての報告は不要である。3t 以上の移動式クレーンを台船に載荷する場合は、

移動方式の変更と扱われ、許可申請を要する。 

表 1 クレーン等の設置に関する諸規則 

 
 

(f) 台船積載重量 

組立式台船単体総排水量  ：W5.0×D2.05×H0.98m 

≒10.0m3 → 総排水量 10.0t 

組立式台船単体自重  ：3.0t 

組立式台船単体許容積載重量 ：(10.0t-3.0t)×0.5＝3.5t 

                 (自重を控除した積載量の 50%とする) 

自重による吃水   ：0.29m 

表 11 台船積載重量 

台船名 隻数 許容積載重量 積載予定重量 積載時吃水 空荷時吃水 

作業台船 12 
42t 

(＝3.5t×12) 
15.1t 0.39m 0.29m 

荷台船 6 
21t 

(＝3.5t×6) 
8.7t 0.43m 0.29m 

ポンプ台船 3 
10.5t 

(＝3.5t×3) 
6.5t 0.49m 0.29m 

 



 

 
 

(g) 施工工程表（参考） 

施工工程表（参考）を以下に示す。 

表 12 御部ダム スクリーン更新工事工程表 (４～６段目施工時) 

 
 

 

 



公共工事設計労務単価表

（令和７年３月１日改定）

島　根　県



１．適用年月日　　令和７年３月１日適用

公共工事設計労務単価表について



職  種　名 設計労務単価(円) 割増対象賃金比 割増係数 1.25 割増係数 1.35 割増係数 0.25

(A) (A)×1/8×1.25 (A)×1/8×1.35 (A)×1/8×0.25

特殊作業員 23,200 0.769 0.120 0.130 0.024

普通作業員 19,200 0.828 0.129 0.140 0.026

軽作業員 16,300 0.851 0.133 0.144 0.027

造園工 21,800 0.773 0.121 0.130 0.024

法面工 25,700 0.826 0.129 0.139 0.026

とび工 25,500 0.860 0.134 0.145 0.027

石工 33,100 0.858 0.134 0.145 0.027

ブロック工 24,700 0.835 0.130 0.141 0.026

電工 23,200 0.706 0.110 0.119 0.022

鉄筋工 26,600 0.872 0.136 0.147 0.027

鉄骨工 24,200 0.831 0.130 0.140 0.026

塗装工 24,700 0.824 0.129 0.139 0.026

溶接工 26,100 0.842 0.132 0.142 0.026

運転手(特殊) 22,800 0.778 0.122 0.131 0.024

運転手(一般) 19,500 0.793 0.124 0.134 0.025

潜かん工 35,900 0.861 0.135 0.145 0.027

潜かん世話役 44,600 0.718 0.112 0.121 0.022

さく岩工 32,400 0.683 0.107 0.115 0.021

トンネル特殊工 45,700 0.931 0.145 0.157 0.029

トンネル作業員 30,800 0.888 0.139 0.150 0.028

トンネル世話役 46,700 0.903 0.141 0.152 0.028

橋りょう特殊工 30,800 0.851 0.133 0.144 0.027

橋りょう塗装工 31,000 0.855 0.134 0.144 0.027

橋りょう世話役 37,900 0.818 0.128 0.138 0.026

土木一般世話役 24,200 0.775 0.121 0.131 0.024

高級船員 29,900 0.720 0.113 0.122 0.023

普通船員 24,200 0.737 0.115 0.124 0.023

潜水士 47,100 0.807 0.126 0.136 0.025

潜水連絡員 35,100 0.887 0.139 0.150 0.028

潜水送気員 33,200 0.876 0.137 0.148 0.027

山林砂防工 - 0.775 0.121 0.131 0.024

軌道工 33,300 0.823 0.129 0.139 0.026

型わく工 25,000 0.898 0.140 0.152 0.028

大工 25,400 0.896 0.140 0.151 0.028

左官 23,500 0.835 0.130 0.141 0.026

配管工 23,300 0.764 0.119 0.129 0.024

はつり工 29,700 0.830 0.130 0.140 0.026

防水工 26,400 0.782 0.122 0.132 0.024

板金工 25,000 0.799 0.125 0.135 0.025

タイル工 26,000 0.963 0.150 0.163 0.030

サッシ工 24,800 0.785 0.123 0.132 0.025

屋根ふき工 26,900 0.782 0.122 0.132 0.024

内装工 26,500 0.861 0.135 0.145 0.027

ガラス工 25,000 0.738 0.115 0.125 0.023

建具工 25,000 0.851 0.133 0.144 0.027

ダクト工 22,800 0.720 0.113 0.122 0.023

保温工 23,700 0.740 0.116 0.125 0.023

建築ブロック工 21,100 - - - -

設備機械工 27,500 0.746 0.117 0.126 0.023

交通誘導警備員A 17,800 0.860 0.134 0.145 0.027

交通誘導警備員B 15,200 0.908 0.142 0.153 0.028

注１）本単価は、公共工事の工事費の積算に用いるためのものであり、下請契約等における労務単価や雇用契約における労働者への
　　　 支払い賃金を拘束するものではない。
注２）本単価は、所定労働時間内８時間当たりの単価である。
注３）時間外、休日及び深夜の労働についての割増賃金、各職種の通常の作業条件または作業内容を超えた労働に対する手当等は含
　　　 まれていない。
注４）本単価は労働者に支払われる賃金に係わるものであり、現場管理費（法定福利費（事業主負担額分）、研修訓練等に要する費用等）
　　　 及び一般管理費等の諸経費は含まれていない。（例えば、交通誘導警備員の単価については、警備会社に必要な諸経費は含ま
　　　 れていない。）
注５）法定福利費（事業主負担額分）、研修訓練等に要する費用等は、積算上、現場管理費等に含まれている。

公共工事設計労務単価（島根県）
令和７年３月１日改定

          1時間当り割増賃金係数　　Ｋ



注１）本単価は、公共事業の電気通信設備工事等の積算に用いるためのものであり、外注契約における技術者単価や雇用契約におけ

　　　 る技術者への支払い賃金を拘束するものではない。

注２）本単価は、所定労働時間内８時間当たりの単価である。

注３）時間外、休日及び深夜の労働についての割増賃金、各職種の通常の作業条件または作業内容を超えた労働に対する手当は含

　　　 まれていない。

注４）本単価は労働者に支払われる賃金に係わるものであり、現場管理費（法定福利費の事業主負担額、研修訓練等に要する費用等）

　　　 及び一般管理費等の諸経費は含まれていない。

注５）法定福利費の事業主負担額、研修訓練等に要する費用等は、積算上、現場管理費等に含まれている。

注１）本単価は、公共事業の電気通信施設点検業務等の積算に用いるためのものであり、外注契約における技術者単価や雇用契約にお

　　　 ける技術者への支払い賃金を拘束するものではない。

注２）本単価は、所定労働時間内８時間当たりの単価である。

注３）時間外、休日及び深夜の労働についての割増賃金、各職種の通常の作業条件または作業内容を超えた労働に対する手当は含まれ

　　　 ていない。

注４）本単価は事業主負担額（退職金積立、健康保険、厚生年金保険、雇用保険、労災保険、介護保険、児童手当）が含まれている。

注１）機械設備製作工については、日当たり単価とし、基準内給与（基本給及び諸手当）、通勤手当、賞与、退職金等からなる。

　　　 また、製作原価以外では適用出来ない。

注２）機械設備据付工については、日当たり単価とし、基準内給与（基本給及び諸手当）、通勤手当、賞与からなる。

　　　 なお、退職金等は含まれない。

注３）本単価は、公共事業における機械設備工事等の積算に用いるためのものであり、外注契約や雇用契約における技術者への支払い

　　　賃金を拘束するものではない。

注４）本単価は、所定労働時間内８時間当たりの単価である。

注５）時間外、休日及び深夜の労働についての割増賃金、各職種の通常の作業条件または作業内容を超えた労働に対する手当等は

　　　含まれていない。

注６）本単価は労働者に支払われる賃金に係わるものであり、法定福利費（事業主負担分）、研修訓練等に要する費用等及び一般管理費等

　　　の諸経費は含まれていない。

注７）機械設備製作工の法定福利費（事業主負担分）、研修訓練等に要する費用等は、積算上、工場管理費等に含まれている。また、

　　　機械設備据付工の法定福利費（事業主負担分）、研修訓練等に要する費用等は、積算上、据付間接費等に含まれている。

公共工事設計労務単価（島根県）
令和７年３月１日改定

職  種　名 基準日額（円）
割増対象賃金比

（Ａ）

電気通信技術者 38,800 0.640

電気通信技術員 26,100 0.640

職  種　名 基準日額（円）
割増対象賃金比

（Ａ）

点検技術者 38,600 0.610

点検技術員 29,700 0.610

機械設備据付工 30,300 0.699

職  種　名 標準賃金（円／日）
割増対象賃金比

（Ａ）

機械設備製作工 31,200 -


